(別添様式１)
平成２４年度当初予算　　支出科目　　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名:新介護人材確保対策基金積立金（任意）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　いきがい支援担当　電話番号：058-272-1111（内2594）

　　　　　　　　　　　E-mail：ｃ11215@pref.gifu.lg.jp  
	事業費


　要求額：750,018千円　（前年度予算額：　0千円）
	要求内容

	

	１　要求の内容


平成21年度から、国交付金等の活用により介護サービスを支える人材を確保するため
の様々な事業を行ってきたが、依然として介護分野は人材不足が深刻である現状を踏まえると、今後も継続的な介護人材確保対策の取り組みが必要である。

　平成23年6月の介護保険法改正により、「介護保険財政安定化基金」について、平成24年度に限り本来目的以外に基金の一部を取り崩すことが可能となったため、取り崩し額の一部を財源として、県に新たに「介護人材確保対策基金（仮称）」を造成し、継続的な介護人材確保対策を実施する。
　なお、基金を活用する事業及びその終期は次のとおりとする。

　【基金活用事業】　
　　①介護福祉士等養成施設修学資金貸付事業
平成24年度から29年度まで（在校生に係る継続貸付分は32年度まで）　

②介護職員人材確保対策関連事業
平成24年度から26年度まで（第５期岐阜県高齢者安心計画期間）
	２　所要経費


介護人材確保対策基金積立金　750,860千円

・介護保険財政安定化基金の取崩し額の一部を積立　　748,222千円

・基金運用による利息収入の積立　　　　　　　　　　　1,796千円
　　Ａ×Ｂ×12/12ヶ月＝1,795,732円

Ａ＝預託利率：0.240％（H23.9.30現在のCD中値（3ヶ月））

　　　Ｂ＝介護保険財政安定化基金の取崩し額の一部
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　１　高齢者の介護や見守りの体制を整える

　　　○介護サービスを支える人材を確保する
	２　これまでの取組状況


「障害者自立支援対策臨時特例基金」を財源とした基金事業、また国庫補助事業（10/10）により以下の事業を実施した。

・岐阜県福祉人材総合対策センターを設置し、介護施設等での職場体験事業や介護等の仕事のイメージアップ事業を実施するとともに、介護事業所が連携して行う求人活動・研修等の支援、介護職員に対する相談体制の充実、高等学校への訪問説明会や就職説明会の開催など、総合的な介護人材の養成・確保対策を推進してきた。
・介護福祉士等の資格の取得を目指す学生に対して、無利子で修学資金及び入学準備金・就職準備金の貸付けを行い、修学を容易にし、介護人材の育成・定着を図ってきた。

	３　これまでの取組に対する評価


・平成21年度から、多くの介護人材の養成・確保対策を行ってきた。特にイメージアップ事業については、平成23年度から参加団体が増え、県民への介護に関する啓発活動をより幅広く実施する一方、事業者団体による自主的な活動も盛んに見られるようになった。
・介護福祉士等の養成に関しても経済的な理由により養成施設への入学を断念せざるを得ない人材に対して支援を行い、介護人材の育成を図ることができた。
・平成24年度以降も引き続き、介護人材の育成・確保に努めていく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	
	
	
	
	
	
	
	

	要求額
	750,018
	
	
	
	1,796
	
	
	
	※748,222

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※「介護保険財政安定化基金」繰入金
